
A （単位：千円）

交付金充当
経費

その他
(一般財源や
県補助等)

 898,489  763,630 - 

１

住民税非課税
世帯に対する
臨時特別給付
金給付事業
（令和6年度国
補正分）
住民税非課税
世帯に対する
臨時特別給付
金給付事業
（令和6年度国
補正こども加
算分）
定額減税調整
給付不足額給
付金支給事業

320,078 320,078 - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持し
た。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和6年度住民税均等割非課税世帯　8,507世帯×30千円、子ども加算　541人×20千
円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者のうち申請のあった9,681人
(314,630千円）
事務費　5,447千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　人件費　その他　として支
出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（8,507世帯）、定額減税を補足する給付（うち不足額
給付）の対象者数（9,823人）

R7.2 R7.12
対象世帯に対して令
和7年8月までに支給
を開始する

市HP、市報、対象世
帯へ通知送付

①物価高騰が続く中で、個人住民税・所得税の
定額減税の恩恵を十分に受けられない世帯に対
し、不足額を支給した。
給付対象者数　9,681人
給付総額　314,630千円
②－
③－

①効果的な支援を行うためには、支援が必要な
世帯に対し迅速に支援が届くようにすることが必
要である。また生活の安定を図るために継続的
な支援が求められる。
②-

5
プレミアム付商
品券事業 1,000 1,000 - 

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受け、購買力が低下した生活者に対
しプレミアム付き商品券（10,000円分を5,000円で購入）を発行し、消費下支えにつなげる
とともに、地域経済の循環を図る。
②実施主体である横手市共通商品券実行委員会への補助金
③事業費＠5,000円×16万セット＝800,000千円
　 事務費＠78,202千円　うちR7分　1,000千円
④市民、横手市共通商品券実行委員会

R8.1 R9.3
プレミアム商品券販
売数
【目標値：16万セット】

市HP、市報、市公式
ＳＮＳ、ＦＭ放送

- -

6
公立病院物価
高騰対策事業

28,955 24,375 - 

①県の補助対象外となっている公立病院に対して物価高騰等の影響を受けている燃料
費等及び食材料費の高騰分の負担軽減を図った。
②市内の公立病院に対する補助金
③【燃料費等】
令和3年度と令和6年度の病院運営に係る電気代、重油代、LPガス代の差額を基に1病
床あたりの支援額を算定。
　・市立横手病院　70千円×229床＝16,030千円
　・市立大森病院　70千円×150床＝10,500千円
【食材料費】
秋田県で実施する県内医療機関に対する食材費等の支援事業単価を使用。
　・市立横手病院　6,400円×229床＝1,466千円
　・市立大森病院　6,400円×150床＝960千円
④市立横手病院、市立大森病院

R7.4 R7.10

補助金の執行率
【目標値：100%】

病床使用率
【目標値：60%】

市HP、対象施設への
通知

①物価高騰等の影響を受けている公立病院の燃
料費び食材料費等の高騰分に対し助成し、負担
軽減を図った。
②支援先への聞き取り
③物価高騰の影響を受けている公立病院に対し
て緊急的な支援を行うことにより、病院経営の経
営安定が図られた。

①物価高騰の影響を受けている公立病院に対し
緊急的な支援を図ったが一時的な支援である。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向、病院経営の状況等により
実施の可能性あり。

7
農業経営継続
支援事業

6,089 6,088 - 

①燃料や光熱費の価格高騰により影響を受けている施設園芸農業者等に対し、かかり
増ししている生産費の負担軽減を支援し農業経営の安定を図った。
②対象者に対する補助金
③市内で施設園芸栽培等に取り組んでいる生産者に対し上限1,000千円（法人5,000千
円）の範囲内で補助金を交付。
令和6年度（11月～3月）の生産費（燃料費、光熱費、資材費、運賃）と、令和3年度（11月
～3月）の生産費を比較して支援額を算定。（※20％以上かかり増している場合のみ対
象とする）
・令和6年度の生産費－令和3年度の生産費＝対象額（A）
・対象額（A）×1/2＝補助金
個人（1件）358千円＋法人（5件）5,731千円＝（6件）6,089千円
④市内の農業者、農業法人

R7.4 R7.10
営農継続率
【目標値:100％】

市HP、対象事業者へ
ＪＡ等を通じて周知

①物価高騰等の影響を受けている施設園芸農業
者等の燃料や光熱費等のかかり増し経費の高騰
分に対し助成し、負担軽減を図った。
②支援実施後6か月を目安に、支援先事業者の
営農継続を確認
③支援先の6農業者すべての営農継続を確認
【支援先農業者　営農継続率100％】

①物価高騰の影響を受けている施設園芸農業者
等に対し緊急的な支援を図ったが一時的な支援
である。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向、営農状況等により実施の
可能性あり。

総事業費
※年度内執行

B C

令和７年度物価高騰対応重点地方創生臨時交付金　年度終了実績報告

Ｎｏ
交付対象事業

の名称

【実績】

事業の概要
　①目的・効果
　②交付金を充当する経費内容
　③積算根拠(対象数、単価等)
　④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業
始期

事業
終期

成果目標
(可能な限り定量
的指標を設定)

地域住民への周知
方法(HP、広報紙

など)

成果及び評価
　①成果・効果
　②成果・効果の測定方法
　③評価

課題及び今後の方向性
　①事業の課題
　②今後の方向性
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A （単位：千円）

交付金充当
経費

その他
(一般財源や
県補助等)

総事業費
※年度内執行

B C

Ｎｏ
交付対象事業

の名称

【実績】

事業の概要
　①目的・効果
　②交付金を充当する経費内容
　③積算根拠(対象数、単価等)
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事業
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終期
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(可能な限り定量
的指標を設定)
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8
飼料高騰対策
事業

31,152 31,152 -

①飼料価格の高騰により影響を受けている畜産農業者の負担を軽減し、経営の安定を
図った。
②対象者に対する補助金
③個人：令和6年1月から12月までに購入した飼料費の10％以内（上限額1,000千円）を
補助。※令和6年分の確定申告の数値も参考。
法人：直近1年間の決算資料の飼料費の10％以内（上限額2,000千円）を補助。※直近の
決算資料の数値も参考。
　　（種別）　　  （対象者数）　　（補助金額）
乳用牛・肉用牛　19事業者　　  7,143千円
養豚　　　　　　　　12事業者　　 21,000千円
養鶏等　　　　　　 　3事業者　     3,009千円
合計　                 34事業者　　31,152千円
④市内の畜産農業者等

R7.4 R8.3
営農継続率
【目標値:100％】

市HP、対象事業者へ
通知

①飼料の価格高騰により経営がひっ迫している
畜産農業者を支援することで、畜産経営の安定
化と継続を図った。
②支援実施後6か月を目安に、支援先事業者の
営農継続を確認
③支援先の34農業者すべての営農継続を確認
【支援先農業者　営農継続率100％】

①物価高騰の影響を受けている畜産農業者に対
し緊急的な支援を図ったが一時的な支援である。
②現段階において実施予定なし。
※今後国県等の動向、畜産経営の状況等により
実施の可能性あり。

9
よこて市民応援
商品券事業

221,751 194,409 -

①食料品やガソリンを中心としたエネルギー価格など、物価高騰が市民の生活を圧迫し
ていることから、市内で使用できる商品券（一人3,000円）を配布し、生活の支援を行っ
た。
②商品券換金費、事務費
③商品券換金分：65,393人×3千円＝196,179千円、事務費分：25,572千円
④（1）基準日（令和7年4月1日）において、横手市の住民基本台帳に登録されている方
かつ令和6年度住民税非課税世帯臨時特別給付金（一世帯あたり3万円）の対象になら
ない方
（2）出生または転入により、令和7年12月15日までに横手市の住民基本台帳に登録され
た方
計67,370人

R7.4 R8.3
商品券の換金率
【目標値：99%】

市HP、市報、市公式
ＳＮＳ、ＦＭ放送

①使用期間R7.7.1～R7.12.31、換金額196,179千
円、換金率97.2％
②換金率
③市内で利用できる商品券を配布することで、物
価高騰の影響を受ける市民生活への支援が図ら
れた。

①令和6年度住民税非課税世帯臨時特別給付金
（一世帯あたり3万円）の対象者を除いたことによ
り、事務が煩雑化した。
②現段階において実施予定なし。

11
エネルギー価格
高騰対策支援
事業

73,627 50,162 23,465 

①依然として不透明な世界情勢やトランプ米政権の関税措置による影響から各種エネ
ルギー価格が高騰、高止まりし企業活動を圧迫している。これを支援し、持続可能な事
業経営に寄与した。
②対象者に対する補助金
③1,294事業者（令和5年度に実施した「横手市エネルギー価格高騰対策補助金」への申
請者922事業者に加えて、申請に係る煩雑さを解消したことによる申請事業者の増加）
【対象経費及び補助金額】
・令和6年分所得税確定申告時の水道光熱費及び燃料費の合計額（法人の場合は前期
法人税確定申告）の5％以内、上限10万円
・横手市エネルギー価格高騰対策補助金の実績を基に補助金額、申請者数を積算
→（補助金額）　　　（申請者数）　　　　　（小計）
　　2万円未満　　　　　229者　　　　　　2,812千円
　 2～4万円未満        298者　　　　　  8,361千円
   4～6万円未満　　　 189者              9,212千円
   6～8万円未満　　　 128者　　　　　   8,757千円
　8～10万円未満　　　  72者　　　　　   6,387千円
　     10万円　　　　　　378者　　　　　  37,800千円
【合計】　1,294事業者　補助金額73,329千円+事務費298千円＝73,627千円
④中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）第2条第1項に規定する中小企業者又
は農業法人のうち、市内に住所または事業所を有する者

R7.6 R7.11
申請事業者数
【目標値：1,300者】

市HP、市報、市公式
ＳＮＳ、ＦＭ放送、横手
市商工会議所会報、
よこて市商工会報

①支援金交付数：1,294事業者、交付金額73,329
千円
②交付事業者へのアンケート（354/1,294事業者
回答率27.4％）
③アンケート結果は以下の通り。
補助金額（対象経費の5％・上限10万円）につい
て、回答者のうち、「充分」（5.1％）、「適度」
（61.0％）、「不十分」（33.9％）。
回答者の約3分の2にあたる66.1%が「充分」また
は「適度」と評価しており、経営安定の一助となっ
た。

①エネルギー価格高騰や原材料高騰は継続して
おり、事業者への支援は今後も必要である。
②令和8年度は、プレミアム付商品券事業を予定
しており、引き続き市内事業者への支援を図る。

12
介護保険施設
物価高騰対策
事業

11,516 - 11,516 

①物価高騰の影響を受けている介護保険施設に対して、食材料費の高騰分を助成する
ことにより負担軽減及び経営の安定化を図った。
※県との協調助成事業(県1/2、市1/2)
②補助金
③・入所系（複合系含む。）：2,055人×5,000円＝10,275千円
　 ・通所系（複合系含む。）：752人×1,650円＝1,241千円
     合計　11,516千円
   ・県補助金：5,758千円
④市内の介護保険施設

R7.6 R7.9

助成施設数
【目標値：入所系(65
施設)、複合系(4施
設）、通所系(33施
設)】

市HP、対象事業者へ
通知

①以下のとおり補助金を交付した。※目標値と同
数
・入所系：65施設
・通所系：33施設
・複合系：4施設
②助成対象施設のうち申請のあった事業所数
③物価高騰の影響を受けている介護保険施設等
に対して緊急的な支援を行うことにより、事業者
の経営安定が図られた。

①物価高騰の影響を受けている介護保険施設等
に対し緊急的な支援を図ったが一時的な支援で
ある。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向事業者からの意向・協議に
より実施の可能性あり。

13
障害者支援施
設物価高騰対
策事業

1,547 - 1,547 

①物価高騰の影響を受けている障害者支援施設に対して、食材料費の高騰分を助成す
ることにより負担軽減及び経営の安定化を図った。
※県との協調助成事業(県1/2、市1/2)
②補助金
③・入所系①（3食提供）　   5人×5,000円＝25,000円
　・入所系②（2食提供）　 289人×3.300円＝953,700円
　・通所系（1食提供）　　 345人×1,650円＝569,250円　　合計　1,548千円
　・県補助金:774千円
④市内の障害者支援施設

R7.6 R7.9

助成施設数
【目標値：入所系①(1
施設)、入所系②(16
施設)、通所系(18施
設)】

市HP、対象事業者へ
通知

①物価高騰等の影響を受けている障害者支援施
設等の食材料費の高騰分に対し助成し、負担軽
減を図った。
②助成対象施設数
食材料費：入所系①1施設、入所系②17施設、通
所系14施設
③物価高騰の影響を受けている障害者支援施設
等に対して緊急的な支援を行うことにより、事業
者の経営安定が図られた。

①物価高騰の影響を受けているる障害者支援施
設等に対し緊急的な支援を図ったが一時的な支
援である。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向事業者からの意向・協議に
より実施の可能性あり。
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A （単位：千円）

交付金充当
経費
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(一般財源や
県補助等)

総事業費
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B C

Ｎｏ
交付対象事業

の名称
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事業の概要
　①目的・効果
　②交付金を充当する経費内容
　③積算根拠(対象数、単価等)
　④事業の対象(交付対象者、対象施設等)

事業
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事業
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　①成果・効果
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14
あったか灯油助
成事業

57,789 28,868 28,921 

①物価高騰等の影響を受けている低所得者世帯の負担軽減を図るため、住民税非課
税世帯等を対象に灯油購入費を助成した。
②非課税世帯等への助成及び事務費
③事業費：6,100円×8,862世帯＝54,058,200円
（県補助：1/2＝27,029,000円）
事務費：3,730,505円（県補助：1,839,000円）
県補助金：28,868千円
④市内に住所を有する住民税非課税世帯等

R8.1 R8.3
助成世帯数
【目標値：9,800世帯】

市HP、市報

①物価高騰等の影響を受けている低所得者世帯
に対し、灯油購入費を助成し、負担軽減を図っ
た。
②支給件数8,862世帯
③価格が高騰している灯油の購入費を助成する
ことにより、低所得世帯の家計援助が図られた。
（支給率98.58％）

①今後しばらくの間灯油価格の高騰が予想され
ることから、家計を圧迫している低所得世帯への
援助対策が求められる。
②今後も国交付金・県補助金等を活用した低所
得世帯への支援を図る。

15

障害者支援施
設等物価高騰
対策事業（R7補
正）

12,304 6,152 6,152 

①物価高騰等の影響を受けている障害者支援施設等の負担軽減を図るため、食材料
費及び光熱水費の高騰分に対し助成した。（県補助率1/2）
②補助金
③【食材料費】
・入所系①＠5,100円×5人＝25,500円
・入所系②＠3,400円×274人＝931,600円
・通所系＠1,700円×380人＝646,000円
計1,603,100円
【光熱水費】
・入所系＠13,400円×279人＝3,738,600円
・通所系＠9,300円×695人＝6,448,000円
・相談・訪問系＠103,000円×5事業所＝515,000円
計10,701,600円
県補助金：6,152千円
④市内の障害者支援施設

R8.1 R8.3

助成施設数
【目標値（食材料費）：
入所系①1施設、入
所系②17施設、通所
系17施設
目標値（光熱水費）：
入所系18施設、通所
系44施設、相談・訪
問系10施設】

市HP、対象事業者へ
通知

①物価高騰等の影響を受けている障害者支援施
設等の食材料費及び光熱水費等の高騰分に対
し助成し、負担軽減を図った。
②助成対象施設数
食材料費：入所系①1施設、入所系②17施設、通
所系17施設
光熱水費：入所系18施設、通所系39施設、相談・
訪問系5施設
③物価高騰の影響を受けている障害者支援施設
等に対して緊急的な支援を行うことにより、事業
者の経営安定が図られた。

①物価高騰の影響を受けている障害者支援施設
等に対し緊急的な支援を図ったが一時的な支援
である。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向、事業者の意向・協議によ
り実施の可能性あり。

16

介護保険施設
等物価高騰対
策事業（R7補
正）

53,274 26,637 26,637 

①物価高騰等の影響を受けている介護保険施設等の負担軽減を図るため、食材料費
及び光熱費の高騰分に対し助成した。（県補助率1/2）
②補助金
③【食材料費】
・入所系＠5,100円×1,990人＝10,149,000円
・通所系＠1,700円×740人＝1,258,000円
【光熱水費】
・入所系＠13,400円×1,990人＝26,666,000円
・通所系：9,300円×899人≒8,325,825円（期間による調整あり）
・相談・訪問系：103,000円×68事業所≒6,875,248円（期間による調整あり）
県補助金：26,637千円
④市内の介護保険施設

R8.1 R8.3

助成施設数
【目標値：入所系69施
設、通所系47施設、
相談・訪問系75施設】

市HP、対象事業者へ
通知

①以下のとおり補助金を交付した。
・入所系：67施設
・通所系：46施設
・相談・訪問系：68施設
②助成対象施設のうち申請のあった事業所数
③物価高騰の影響を受けている介護保険施設等
に対して緊急的な支援を行うことにより、事業者
の経営安定が図られた。

①物価高騰の影響を受けている介護保険施設等
に対し緊急的な支援を図ったが一時的な支援で
ある。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向、事業者の意向・協議によ
り実施の可能性あり。

17
保育施設等物
価高騰対策事
業

9,396 4,698 4,698 

①物価高騰等の影響を受けている私立保育施設等の負担軽減を図るため、食材料費
の高騰分に対し助成した。（県補助率1/2）
②補助金
③対象利用児童一人あたり8,700円×令和7年10月初日における対象利用児童数：1,080
人≒9,396千円
県補助金：4,698千円
④市内の保育施設等

R8.1 R8.3
助成施設数
【目標値：32施設】

市HP、対象事業者へ
通知

①物価高騰等の影響を受けている保育施設等の
食材料費の高騰分に対し助成し、負担軽減を
図った。
②助成対象数32施設（目標達成率100％）
③物価高騰の影響を受けている保育施設等に対
して緊急的な支援を行うことにより、事業者の経
営安定が図られた。

①物価高騰の影響を受けている保育施設に対し
緊急的な支援を図ったが一時的な支援である。
②現段階において実施予定なし
※今後国県等の動向事業者からの意向・協議に
より実施の可能性あり。

18
学校給食食材
価格高騰対策
事業

28,910 28,910 - 

①物価高騰の影響を受けた給食食材価格高騰分を支援することにより、保護者負担を
増やすことなく、これまでどおりの質・量を確保した給食を提供した。
②賄材料費に係る食材価格高騰分（R7.10～R8.3までの賄材料費）
③【積算根拠】
・小学校＠69円（食材価格高騰分）×249,761食（児童食数）＝17,233千円
・中学校＠81円（食材価格高騰分）×144,159食（生徒食数）＝11,676千円
※小学校、中学校ともに教職員の給食費は除く。
④市内の小中学校の児童・生徒の保護者

R7.10 R8.3

食材価格高騰分に係
る保護者負担の増加
額
【目標値：0円】

市HP、市報

①物価高騰等の影響を受けている学校給食用の
食材価格の高騰分に対し助成し、児童生徒の保
護者の負担軽減を図った。
②保護者負担の増加額
③物価高騰等の影響を受けている学校給食用の
食材価格の高騰分を全額助成することで、児童
生徒の保護者の負担軽減が図られた。

①物価高騰の影響を受けている市内の小中学校
の児童・生徒の保護者に対し緊急的な支援を
図ったが一時的な支援である。
②令和8年度から小中学校の児童生徒の給食費
の無償化を実施予定

19
原油高騰対策
運送事業者等
支援事業

- - - 

①市民の日常生活に必要不可欠な公共交通の運行や物資の輸送等について、高止ま
りが続く燃料価格、物価高騰や人件費上昇などにより事業者の負担が増大していると考
えられることから、対象事業者に対し経費等の一部支援を行うことで、市民生活における
安全安心の確保につなげる。
②補助金
③【対象・事業費】
１）乗合・乗用事業者（バス・タクシー）1台あたり２万円　20千円× 180台＝3,600千円
２）貨物自動車運送事業者（一般）1台あたり１万円　10千円×460台＝4,600千円
３）貨物自動車運送事業者（軽貨物） 1台あたり3千円　3千円×30台＝ 90千円
　（※貨物運送事業者について、本社が県外の企業は対象外とする）
４）自動車運転代行事業者1台あたり1万円　10千円× 40台＝ 400千円
　（※貨物運送事業者について、本社が県外の企業は対象外とする）
５）買物支援事業者（移動販売・利用者送迎）20千円×30台（路線）＝600千円
④タクシー事業者、貨物自動車運送事業者（緑ナンバー、黒ナンバー）、自動車運転代
行事業者

R8.1 R8.11
助成対象車両数
【目標値：740台】

市HP、市報 - -
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20

二次救急医療
機関物価高騰
対策事業（R7補
正）

41,101 41,101 - 

①休日夜間の救急医療を担っている二次救急医療機関に対し、燃料費等の光熱費及び
食材料費の過年度同期との差額（R2とR7）及び各種委託料の物価高騰の影響に伴う差
額（R2とR6）の1/2を補助金として交付することにより、病院運営を安定させ、救急医療体
制の維持を図る。
②補助金
③【対象】市立横手病院、市立大森病院、平鹿総合病院
【燃料費等】（R8実施）
　・市立横手病院　70千円×229床＝16,030千円
　・市立大森病院　70千円×150床＝10,500千円
　・平鹿総合病院　70千円×392床＝27,440千円－県補助分11,960千円=15,480千円
【食材料費】（R8実施）
　・市立横手病院　6,400円×229床＝1,466千円
　・市立大森病院　6,400円×150床＝960千円
【各種委託料】
　・市立横手病院　29,463千円×1/2＝14,732千円
　・市立大森病院　26,765千円×1/2＝13,383千円
　・平鹿総合病院　25,975千円×1/2＝12,988千円
④市立横手病院、市立大森病院、平鹿総合病院

R8.1 R8.8
補助金の執行率
【目標値：100%】

市HP、対象施設へ通
知

- -

21

医療費助成オン
ライン資格確認
システム改修助
成事業

- - - 

①医療資機材等の高騰で経営に苦しむ医療機関の経営負担の軽減を図るため、医療
費助成システムに対応するためのレセプトコンピューター改修に係る費用の国補助を除
いた分を助成する。
②補助金
③【対象・事業費】
・病院　600千円×2件＝1,200千円
・診療所　18千円×90件＝1,620千円
・薬局（大型チェーン）　36千円×8件＝288千円
・薬局（大型チェーン以外）　18千円×42件＝756千円
④市内の民間病院、診療所、薬局

R8.1 R9.3
助成対象施設数
【目標値：142施設】

市HP、対象事業者へ
通知

- -

22
飼料高騰対策
事業（R7補正）

- - - 

①飼料価格高騰により、廃業を余儀なくされる畜産農家が増加することが懸念されてい
る。畜産農家が経営及び規模の維持を図ることができるよう、特に高騰し畜産農家の経
営を圧迫している飼料費に対し補助する。
②補助金
③【対象・積算根拠】
・個人：令和7年1月から12月までに購入した飼料費（消費税を除いた額）の10％以内（上
限100万円）を補助。※令和7年の確定申告の数値を使用予定。
・法人：直近1年間の決算資料の飼料費（消費税を除いた額）の10％以内（上限200万円）
を補助。※直近の決算資料の数値を使用予定。
（内訳）
乳用牛     5件　　4,870千円
肉用牛 　22件　11,391千円
養豚　　　15件　27,000千円
養鶏　　　  3件　　3,016千円
④市内の畜産農家等

R8.1 R8.12
営農継続率
【目標値:100％】

市HP、対象事業者へ
通知

- -

23
伝統的産業緊
急支援事業（R7
補正）

- - - 

①酒蔵等の地域に根差した伝統的産業が原材料米価格の高騰により影響を受けている
ことから、補助金を交付することで、かかり増ししている原材料米の負担を軽減し、経営
の安定化を図る。（令和7年度に仕入れた原材料米の仕入数量に60キロ当たり次の額を
乗じた金額を補助金として交付　令和7年産米：4,000円　令和6年産米：600円）
②補助金
③【対象・事業費】
・酒類製造業　＠9,999千円×4事業者＝39,996千円
・味噌・麹製造業　＠1,219千円×13事業者＝15,847千円
・予備分＠1,198千円
④市内の酒類製造業、味噌・麹を生産する食品製造業の事業者

R8.1 R8.10
経営継続率
【目標値:100％】

市HP、市報市公式Ｓ
ＮＳ、ＦＭ放送、対象
事業者へ通知

- -
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